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要旨 
多くの銀行が一般炭への融資を段階的に廃止する措置を講じているが、原料炭（製鉄に使用

する石炭）はたいてい石炭の段階的廃止計画から除外されている。原料炭への融資を制限す

る方針を有する大手商業銀行は 4行しかない。近年の化石燃料を使用しない製鉄技術の進歩

により、製鉄における石炭利用を 2040年までに段階的に廃止することが可能になってい

る。温室効果ガス排出量の多さや、健康への悪影響、原料炭産業に伴う生態系破壊を考えれ

ば、銀行がなるべく早急に原料炭への融資を制限することが不可欠である。 

 

本文書の概要： 

● 製鉄における原料炭の役割と、代わりの選択肢 

● 原料炭産業が気候、自然、人間の健康に及ぼす影響 

● 原料炭の拡大を推し進めている主要企業 

● 原料炭に対する銀行の現在の対応と、銀行への提言 

 

https://www.flickr.com/photos/9602574@N02/24124217923/in/album-72157663489690729/


銀行への提言のまとめ： 

1. あらゆる原料炭施設の新設または既存施設の拡張に対する直接的なプロジェクト・

ファイナンスを直ちに除外すること。 

2. 石炭を使用する鉄鋼生産を推し進めている鉄鋼企業や、新たな資産を開発している

原料炭企業に対し、債券の引受・発行促進を含むコーポレート・ファイナンスを直

ちに除外すること。 

3. OECD諸国では 2030年、非 OECD諸国では 2050年までの、製鉄における原料炭の段

階的廃止に向けて厳格な期限と重要業績指標（KPI）を設定し、鉄鋼メーカーと石炭

企業による石炭の段階的廃止を支援するトランジション・ファイナンスを提供する

こと。 

4. 再生可能エネルギー、製鉄用グリーン水素、直接還元鉄（DRI）生産など、原料炭融

資の廃止を可能にする主要セクターへの融資を増額すると同時に、これらのセクタ

ーが正当に高リスクに分類され、環境および人権のデュー・ディリジェンスが十分

に実施されるようにすること。 

 

はじめに 
世界の気温上昇を 1.5℃に抑えるには、化石燃料の段階的な廃止をできるだけ迅速に進める

ことが不可欠である。石炭は二酸化炭素（CO2）の最大の排出源であるため、石炭を段階的

に廃止することが極めて重要である。2015年のパリ協定を受けて、少なくとも 87の銀行が

石炭業界への融資を制限する方針を採用した。しかし原料炭、つまり製鉄に使用される石炭

は、これまでのところ商業銀行の石炭方針の対象外に留まっている。リクレイム・ファイナ

ンスの調査によると、調査対象となった銀行 150行のうち、原料炭業界への金融サービスを

制限する方針を有している銀行はわずか 4行だけだった。原料炭が世界の石炭貿易の約 4分

の 1を占めているにもかかわらず、である。 

 

石炭に依存しているために、鉄鋼業は世界の CO2排出量の 11％、また世界の温室効果ガス

排出量全体の 7％を占めている。近年まで、製鉄では石炭を使用する以外に方法はないと考

えられていた。これが、石炭の段階的廃止の議論に長年、原料炭が含まれなかった理由の一

つである。しかし、化石燃料を使用しない鉄鋼生産に近年進展があったことから、鉄鋼生産

における石炭の段階的廃止は今や、世界全体で 2040年までに技術的に実現可能となってい

る。化石燃料を使用しない生産方法が利用できるようになり、鉄鋼企業が急速にそれを展開

している今こそ、銀行が石炭の段階的廃止計画に原料炭を含めるべき時に来ている。 

 

1.5℃目標と整合させるだけでなく、地域コミュニティの被害を軽減し、重要な自然地域を

守るためにも、原料炭の段階的な廃止をできるだけ迅速に進めることが不可欠である。本文

書では、商業銀行との結びつきが確認されている企業のケーススタディを通じて、原料炭産

業に絡んだ気候、環境、社会、人権問題を示す。ここには、原料炭を採掘する企業、それを

コークス燃料に加工する企業、高炉で燃焼する企業などが含まれる。 
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原料炭業界への融資、引受、財務アドバイスを行う銀行には、原料炭への融資の段階的な廃

止を迅速に進める責任がある。国際エネルギー機関（IEA）の 2050年ネットゼロ排出シナリ

オでは、鉄鋼業の排出量を 2030年までに 24％削減して CO2換算で 1.8Gtに、2050年までに

91％削減して 0.2Gtにしなければならない。これを達成するには、製鉄における石炭の使用

を大幅に削減するしかないが、現在、鉄鋼業はその道筋から大きく外れている。鉄鋼業界

は、排出の絶対量も平均排出原単位も、2012年以降一貫して増加しているのだ。さらに、

グローバルエナジーモニター（GEM）の鉄鋼業の年次概観によると、鉄鋼事業の新設計画の

57％を、石炭を使用する鉄鋼生産が占める。これは、実際には鉄鋼業が早急に石炭から脱却

し化石燃料を使用しない製鉄に移行すべきであるにもかかわらず、原料炭業界に対して原料

炭需要が今後も続くという強力なシグナルを送ることになる。 

 

原料炭とは何か 

原料炭とは、製鉄に使用できるあらゆる種類の石炭を指す。発電に使用される一般炭と区別

して定義される。欧州連合（EU）の重要原材料リストでは、原料炭はコークス用炭と同等

のものとして扱われているが、鉄鋼生産には非粘結炭も使用される。 

 

原料炭の品位（炭質）と製鉄における用途： 

 

● コークス用炭（強粘結炭、中粘結炭、非微粘結炭）は、大量に加熱して、高炉-転炉

法（BF-BOF）による製鉄の主要な原料であるコークスを生産する。 

● 微粉炭吹き込み（PCI炭）は、非粘結性の瀝青炭の品位（炭質）であり、高炉、コ

ークス炉、焼結工場（高炉で使用する前に鉄鉱石から不純物を除去する機械）で熱

を発生させるために使用できる。 

● 非粘結炭は、一般的な熱源から特殊な製鉄技術まで、鉄鋼生産のさまざまな用途で

使用される。鉄鋼生産に使用される非粘結炭は、一般炭と非常によく似た特性を持

つ場合がある。 

 

特定の強粘結炭は鉄鋼生産にのみ使用されるが、鉄鋼生産に使用される石炭の大部分は一般

炭市場にも販売できる。ロシアのウクライナ侵攻後、一般炭の価格がコークス用炭の価格を

上回ったため、石炭採掘企業は石炭火力発電所に「原料」炭の販売を始めた。こうして、コ

ロナド・リソーシズ社はコークス用炭を欧州の発電所に販売し始めた。ホワイトヘイブ

ン・コール社も同様の戦略をとり、2023年の年次報告書に「一般炭の実勢価格が有利であ

る中、原料炭から一般炭ブレンドに切り替えることで利益が拡大した」と記した。品位（炭

質）があいまいなため、原料炭採掘企業へのエクスポージャーを保有する銀行は、知らな

いうちに一般炭へのエクスポージャーも保有することになるかもしれない。 
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オーストラリアにあるヴァーレ社のコークス用炭のインテグラ炭鉱、2014年 4月、D. 

Sewell via Flickr (CC BY 2.0 DEED) 

  

原料炭にまつわる事実と数字 
 

製鉄における石炭 

製鉄に使用される石炭の量は、生産方法により異なる。鉄鋼の生産方法には高炉-転炉法

（BF-BOF）と電炉法（EAF）があり、この 2つのいずれかで生産される。 

 

高炉-転炉法（BF-BOF）では、コークス用炭をまずコークス炉で高温になるまで加熱して、

コークスを製造する。その後、高炉でコークスを鉄鉱石と一緒に燃焼するが、この工程で大

量の CO2が排出される。高炉では、微粉炭吹き込み（PCI炭）を用いて追加の熱を発生さ

せ、還元工程を補助するのが一般的である。次に、溶銑を転炉に移し、そこで鉄に酸素を吹

き込んで炭素を除去し、溶鋼に転換する。この生産方法は最も多くの石炭を使用し、そのた

め最も多くの CO2を排出するもので、現在、世界の鉄鋼生産能力の 71.8％を占めている。高

炉-転炉法はコークス特有の機械的性質を活かして設計されているため、高炉-転炉法でコー

クス用炭を全く使用しないことは不可能である。 
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レッドカー・コークス炉、2016年 4月 3日、via Chris on Flickr (CC BY-NC 2.0) 

 

 
スペイン・バレンシア州サグント港の高炉、Diego Delso, (via Wikimedia, CC BY-SA 4.0) 

 

電炉法（EAF）は、必ずしも石炭を主要な原料として使用するわけではない。代わりに、電

流を用いて鉄スクラップ、あるいは直接還元鉄（DRI）を溶鋼に溶解する。直接還元炉は、

「製鉄」（つまり、鉄鉱石を還元し、鋼に転換できるようにすること）に使用されるという

点で、高炉に似た機能を果たす。直接還元炉では石炭も使用できるが、主に天然ガスを使用

している。近年の技術躍進のおかげで、再生可能エネルギーで生成された水素も使用できる

ようになり、この工程から完全に化石燃料を排除できるようになった。 
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高炉-転炉、電炉、直接還元炉はすべて、エネルギー集約的な大型炉であることに留意する

必要がある（ただし、高炉-転炉法が段違いに最もエネルギー集約度が高い）。つまり、こ

れらの生産方法のどれを用いようと、石炭またはその他の化石燃料が動力源として使用され

る可能性があるということだ。製鉄から石炭を排除するには、再生可能エネルギー源への多

額の投資も必要だろう。電炉法による製鉄であれば高炉-転炉法に比べてエネルギー集約度

が 5分の 1～7分の 1になるとはいえ、製鉄が依然としてエネルギー集約度の高いプロセス

であることに変わりはない。 

 

原料炭に代わる選択肢 

数十年前は原料炭に代わる選択肢が存在しなかったが、現在は事情が変わった。材料効率の

向上、鉄鋼リサイクル、グリーン水素を使用する製鉄など、脱炭素化の技術や戦略を組み合

わせれば、2040年までに世界中の製鉄から石炭を排除できる可能性がある。 

 

● 材料効率、つまり鉄鋼の消費量とひいては鉄鋼の生産量を減らすことは、鉄鋼の脱

炭素化経路の根幹を成す。実施できる方策をいくつか挙げると、自動車の鉄鋼使用

量の削減、建築基準の改正、建物の長寿命化などがある。 

● 鉄鋼リサイクルは、すでにこの業界で一般的である。スクラップ製鉄所の割合を増

やしていく必要はあるものの、入手できるスクラップに限りがあるため、一次製鋼

を完全に置き換えることはできない。 

● グリーン水素を使用する製鉄とは、再生可能エネルギーで生成した水素を利用して

鉄鉱石を加工する方法である。鉄鉱石採掘企業は、原料炭を採掘して大規模な製鉄

所に輸送するのではなく、グリーン鉄の生産と輸出を行うため鉄鉱石鉱山の敷地内

の直接還元鉄（DRI）設備に投資する必要がある。エネルギー経済・財務分析研究所

（IEEFA）の報告書によると、ブラジル、アフリカ、中東、オーストラリアはグリー

ン鉄の製造と輸出の主要拠点となる可能性があり、大手鉄鋼メーカーと採掘企業

は、鉄鉱石と再生可能エネルギー源が十分にある地域での鉄の生産と輸出について

調査を行っている。 

 

石炭を使用しない鉄鋼業を構築するには、水素の生成にも、製鉄所の残りの消費エネルギー

にも、再生可能エネルギーを動力源として使う必要がある。しかし今、銀行が世界で行っ

ているエネルギー融資のうち、再生可能エネルギーに向けられているのはわずか 7％にすぎ

ない。特に鉄鋼業が成長している国で鉄鋼から石炭を排除するために、再生可能エネルギー

への融資を拡大することが不可欠となるだろう。東南アジア（特にインドネシアとインド）

で新設される 14カ所の製鉄所には、製鉄所のエネルギー需要を満たすために石炭火力自家

発電所を新設する計画も含まれている。自家発電所は、企業が自らのエネルギー消費のため

に所有し運営する発電施設であるため送電網には接続されていない。東南アジアでは、製造

業の成長に伴い自家発電が石炭拡大の大きな要因となっているが、人類と地球の健康のた

め、石炭の代わりに再生可能エネルギーを拡大して新興国のニーズを満たす必要がある。 
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開発中の新たな原料炭生産能力は座礁資産リスクに直面している 

2021年に IEAは、世界が 2050年までにネットゼロ排出を達成するのであれば、新たな炭鉱

を開発しないようにと呼びかけた。これにはコークス用炭も含まれる。IEAは 2050年ネッ

トゼロ排出のロードマップで次のように述べている。「NZE（2050年ネットゼロ排出シナリ

オ）では、石炭需要が急激に減少するため、炭鉱の新規開発や既存炭鉱の拡張は必要ない。

コークス用炭の需要減少は一般炭よりも若干緩やかであるが、既存の生産施設で 2050年ま

での需要を十分にカバーできる」 

それにもかかわらず、原料炭採掘プロジェクトが数多く進行中である。GEMによると、現

在、116の原料炭炭鉱の新規開発と 52の炭鉱の拡張が計画されている。これらの計画が実

現された場合、400Mtpa（百万トン／年）の石炭が追加されることになり、これはポーラン

ドの 2022年の温室効果ガス排出量に相当する。計画中の生産能力が最も大きいのは中国の

123.5Mtpa、次いでオーストラリア（105.59Mtpa）、ロシア（68.8Mtpa）、南アフリカ

（29.1Mtpa）、カナダ（26.6Mtpa）と続く。これらの計画は、BHP社と三菱デベロップメン

ト社が共同で展開する BMA（BHP Mitsubishi Alliance）原料炭事業で保有するオーストラリア

の炭鉱などで、今から約 100年後の 2119年になっても依然として原料炭が生産されている

ことを意味する。 

 

しかし、石炭を使用しない製鉄への移行は順調に進んでおり、石炭を使用する鉄鋼はますま

す長期的に採算が合わない見通しとなっている。欧州の鉄鋼メーカーは、鉄鋼の脱炭素化の

ための補助金として 2023年 1～8月だけで 87億ユーロを受け取った。インド鉄鋼省は 13の

グリーンスチール関連タスクフォースを設置し、生産の一部にグリーンスチールを割り当て

るよう鉄鋼メーカーに義務付けることを検討している。さらに、インド政府は国家グリーン

水素ミッションを立ち上げ、業界として産業の脱炭素化に向かえるよう多額の投資を計画し

ている。各国がそれぞれのネットゼロ目標の達成を後押しし、カーボンプライシング（炭素

の価格付け）を拡大する政策手段を採用する中、原料炭炭鉱や高炉はますます深刻な座礁資

産リスクに直面している。原料炭炭鉱の座礁資産リスクの推定値は出されていないが、GEM

は、石炭を使用する鉄鋼生産施設について、世界全体の座礁資産リスクが 5,180億～5,540

億米ドルにも達する可能性があると推計している。 

 

原料炭が気候、自然、地域コミュニティに及ぼす影響 
原料炭の需要の増加は、地域コミュニティの人々の健康、気候の安定性、自然に深刻なリス

クをもたらす。 

 

地域コミュニティの人々の健康への影響 

原料炭を段階的に廃止することは、地球の健全性だけでなく、人間の健康にも役立つ。石炭

を使用する製鉄に必要な採掘、焼結、コークス化の工程は、多塵、大気汚染、有害な粒子状

物質の原因となり、これらは周囲の地域コミュニティに致命的な、あるいは生活を変えるよ

うな健康影響を与える可能性がある。製鉄所において、石炭を加工して燃焼する部分（つま

り高炉、コークス炉、焼結工場）は、CO2の最大の排出源であるだけでなく、ベンゼン、水

銀、二酸化硫黄、非メタン揮発性有機化合物、窒素酸化物などの有害な汚染物質も大量に排

出する。こうした排出物を吸い込むと、肺機能の低下、心血管疾患、がん、早期死亡につな

がる可能性があることが数多くの研究で示されている。 

https://iea.blob.core.windows.net/assets/deebef5d-0c34-4539-9d0c-10b13d840027/NetZeroby2050-ARoadmapfortheGlobalEnergySector_CORR.pdf
https://iea.blob.core.windows.net/assets/deebef5d-0c34-4539-9d0c-10b13d840027/NetZeroby2050-ARoadmapfortheGlobalEnergySector_CORR.pdf
https://edgar.jrc.ec.europa.eu/report_2023
https://edgar.jrc.ec.europa.eu/report_2023
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/pr/archive/2023/html/0000052057.html
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/pr/archive/2023/html/0000052057.html
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/pr/archive/2023/html/0000052057.html
https://www.bloomberg.com/news/articles/2022-10-06/bhp-seeks-to-extend-australian-coal-mine-for-another-93-years
https://gmk.center/en/infographic/for-8-months-2023-european-governments-have-announced-e8-7-bln-for-decarbonization-of-the-steel-sector/
https://www.thehindu.com/news/national/steel-ministry-approves-13-task-forces-for-green-steel/article66701962.ece
https://www.thehindu.com/news/national/steel-ministry-approves-13-task-forces-for-green-steel/article66701962.ece
https://www.thehindubusinessline.com/economy/proposal-in-the-works-to-mandate-steel-companies-towards-green-steel-making/article67244204.ece
https://www.india.gov.in/spotlight/national-green-hydrogen-mission
https://www.india.gov.in/spotlight/national-green-hydrogen-mission
https://globalenergymonitor.org/wp-content/uploads/2023/07/GEM_SteelPlants2023.pdf
https://globalenergymonitor.org/wp-content/uploads/2023/07/GEM_SteelPlants2023.pdf
https://www.globalefficiencyintel.com/air-pollution-from-global-steel-industry
https://www.sciencedirect.com/science/article/abs/pii/S0160412013000342?via%3Dihub
https://ehjournal.biomedcentral.com/articles/10.1186/s12940-016-0206-0


このことは、こうした原料炭施設が閉鎖されることで周辺住民の健康状態がどのように改善

されるかを調べると、特に明白である。例えば 2016年 1月に、DTEエナジー社が所有する

米ペンシルベニア州ピッツバーグのシェナンゴ・コークス工場が閉鎖された。ニューヨーク

大学ランゴン医科大学が主導した研究によると、コークス工場が閉鎖されてから、地元病院

では一週間あたりの心血管疾患による緊急入院患者が 42％減少したという。さらに、周辺

地域の二酸化硫黄レベルが 90％下がり、ヒ素が 65％減少した。コークス工場の閉鎖は、地

域コミュニティの人々の健康に直ちに著しい好影響を与えたのである。 

 

 
シェナンゴ・コークス工場による大気汚染の影響を受けた地域コミュニティの人々、2015

年 6月 21日、Mark Dixon via Flickr (CC BY 2.0 DEED). 

 

気候への影響 

スティールウォッチの最近の報告書によると、石炭を使用する製鉄だけで、2023～2050年

に世界に残されたカーボンバジェット（炭素予算）の 23％を食いつぶす可能性があるとい

う。製鉄で原料炭を燃やし続ければ、1.5℃の気温上昇を大幅に超える「オーバーシュー

ト」が起きるだろう。 

 

原料炭からの温室効果ガスの排出源は主に 3つある。それは、採掘時に排出されるメタン、

高炉でのコークスや PCI炭の燃焼で排出される CO2、製鉄所のさまざまな施設での非粘結炭

の燃焼で排出される CO2である。排出源が多様であるため、炭素回収・利用・貯留

（CCUS）などの対策により原料炭からの排出量を削減することは成功しそうにない。 

  

https://dtevantage.com/project/shenango-coke-2/
https://iopscience.iop.org/article/10.1088/2752-5309/ace4ea
https://www.flickr.com/photos/9602574@N02/18418991743/in/photolist-rcxyv8-v1t9Wr-v1KiSM-uY9L1W-uJ1Vet-u4C9F6-uHTo8d-uY9KKq-uY9LaU-uZYMUu-uY9LHY-v1Kike-uHT4iG-uJ1YE6-u4C9xa-v1KfiT-u4C9CR-uY9LWd-uZYLKW-uHT3Ny-uHTnY5-u4C9GP-u4C5yD-v1tcCP-uHT18y-u4sA27-uY9GXw-uZYHQN-v1KfqX-u4sw2d-uHT1fh-uJ1VyB-uY9Lr5-uHT4qW-u4szKA-v1tdo6-u4C95M-v1Kjgx-uZYHXm-uHTjbf
https://steelwatch.org/?lang=ja
https://steelwatch.org/wp-content/uploads/2023/06/FINAL-SteelWatch_SunsettingCoalInSteel_June2023-sunday-25th-june.pdf
https://ieefa.org/resources/no-metallurgical-coal-not-critical-material-and-carbon-capture-wont-save-it


石炭採掘は大量のメタン排出の原因となっており、メタンは 20年間の地球温暖化係数が

CO2の 84～86倍に相当する。特に原料炭の採掘は、一般炭の採掘よりもメタン集約度が高

い。メタンは CO2よりも大気中に留まる時間が短いが、大気を温暖化させるスピードがはる

かに速い。ほとんどの採掘企業がメタン排出量の測定や情報開示を行っていないため、石炭

採掘時のメタン排出量は主に何十年も前の方法論を用いて推計されている。そのため、IEA

は炭鉱のメタン排出量が大幅に過少報告されていると推定している。 

 

気候シンクタンクであるエンバーの報告書で、鉄鋼メーカーがスコープ 3のメタン排出量、

つまり原料炭の採掘による排出量を報告しない傾向にあることが示された。これを含める

と、鉄鋼業界が報告しているカーボンフットプリントは 29％増加する可能性がある。IEA

は、2021年のコークス用炭の採掘におけるメタン排出量を 1,198万トンと推計した上で、こ

れが過小評価である可能性を認めている。これを 20年間の地球温暖化係数で CO2に換算す

ると、同年のドイツやカナダの CO2排出量を上回っている。石炭採掘時のメタン排出量の低

減に使える技術はいくつかあるが、導入している採掘企業はほとんどなく、政府も使用を義

務付けていない。最終的な目標は、OECD諸国では 2030年に、非 OECD諸国では 2050年に

原料炭の採掘を段階的に廃止することだが、既存の原料炭炭鉱は今すぐに、利用可能な技術

でメタン排出量の低減に取り組むべきである。 

 

自然への影響 

採掘から製造に至るまで、原料炭は重要な自然や脆弱な生態系を破壊する可能性がある。計

画中の原料炭炭鉱が生物多様性に及ぼす影響について、世界的な全体像はまだ把握されてい

ない。しかし、鉱業の拡大と生物多様性のホットスポットが重なり合っていることを示す研

究がいくつかある。坑内掘りであれ露天掘りであれ、石炭採掘は非常に土地集約的であるこ

とが多く、炭鉱周辺の土壌と水の健全性に害を及ぼす。水銀、セレン、ヒ素で水路を汚染

し、水生生物の大量死を招いた原料炭採掘企業の事例が多数ある。提案されている原料炭炭

鉱の新設や拡張は、河川、絶滅危惧種、生態系を脅かす。例として、BMA合弁事業がオー

ストラリアのクイーンズランド州で新設を提案しているブラックウォーター・サウス原料炭

炭鉱が挙げられる。これは、オーストラリア政府が近年絶滅危惧 IB類に指定したコアラの

生息地を何千ヘクタールも破壊することになる。 

 

石炭を使用する製鉄で生じる最も環境に有害な物質はたいてい、スラグ（製鉄工程で溶融し

て生じる金属や微粉末）など、工程で発生する副産物／廃棄物である。石炭を使用する製鉄

と比べて、化石燃料を使用しない製鉄では副産物の発生が大幅に減少する。高炉-転炉法の

製鉄では鉄鋼 1トンあたり平均 400kgのスラグが発生するが、電炉法では 200kg／トンしか

発生しない。スラグには、近隣の水源、空気、土壌を汚染する可能性のある有毒物質や粉塵

が含まれることが多いのである。 

https://unece.org/challenge
https://www.bbc.com/news/world-australia-61727940
https://www.bbc.com/japanese/features-and-analysis-65247652
https://ember-climate.org/insights/research/why-the-steel-industry-needs-to-tackle-coal-mine-methane/
https://www.iea.org/data-and-statistics/data-tools/methane-tracker-data-explorer
https://www.nature.com/articles/s41467-020-17928-5
https://www.nature.com/articles/s41467-020-17928-5
https://www.msci.com/www/blog-posts/mining-s-impact-on-biodiversity/02547548673
https://www.abc.net.au/news/2023-08-18/royal-national-park-platypus-health-fears-peabody-mine/102742268
https://www.abc.net.au/news/2017-07-14/clarence-colliery-fined-one-million-for-blue-mountains-spill/8709834
https://bc.ctvnews.ca/ottawa-says-no-to-glencore-s-sukunka-open-pit-coal-mine-project-in-b-c-1.6205837
https://www.mining.com/ngos-file-complaint-before-oecd-demand-closure-of-cerrejon-coal-mine-in-colombia/
https://www.nytimes.com/2023/07/11/science/us-canada-mining-pollution.html
https://www.theguardian.com/environment/2022/feb/11/koala-listed-as-endangered-after-australian-governments-fail-to-halt-its-decline
https://encyclopedia.pub/entry/43979
https://news.wttw.com/2019/06/04/epa-proposes-adding-abandoned-chicago-slag-dump-priority-cleanup-list


 

 
シドニーのホワイトヘイブン・コール社の年次株主総会で行われた抗議行動、2015年 10月

30日、Kate Ausburn via Flickr (CC BY 2.0 DEED)  

 

原料炭業界の主要企業  
IEAによると、一般炭の需要は減少している一方で、原料炭の需要は今のところ世界全体で

増加すると予想されている。需要をけん引するのは、石炭を使用する鉄鋼生産能力を新たに

開発し続け、石炭を使用する既存資産の寿命を延ばしている鉄鋼企業である。鉄鋼産業への

主要な貸し手である銀行は、鉄鋼メーカーの化石燃料を使用しない技術への移行を支援し、

原料炭の需要低減に貢献することができる。 

 

融資が制限されたことで一般炭事業の拡大がますます難しくなる中、一部の大手採掘企業は

ポートフォリオの多様化と原料炭資産の確保に目を向けている。既存の原料炭採掘企業はま

た、金融機関に対し、テック・リソーシズ社が言う「良い石炭」の会社として自らをアピー

ルしている。グレンコア社やホワイトヘイブン・コール社などの一般炭採掘企業は、長期的

なコーポレート・ファイナンスを確保するために原料炭炭鉱の買収や開発を行い「多様化」

を図っている。しかし、前述のとおり、原料炭も一般炭と同様に有害である。また、継続的

に安価で供給を確保できるように自社で原料炭資産を保有する鉄鋼メーカーが増える傾向も

ある。 

  

https://www.flickr.com/photos/treslola/22587879465/in/album-72157660519743571/
https://www.iea.org/reports/coal-2022
https://www.smm.co.jp/news/release/2009/04/000579.html
https://www.spglobal.com/marketintelligence/en/news-insights/latest-news-headlines/metallurgical-coal-miners-aim-to-stand-out-as-investors-focus-on-climate-issues-57007827
https://www.meti.go.jp/press/2023/09/20230929008/20230929008.html
https://coal.jogmec.go.jp/content/300336539.pdf


以下では、原料炭炭鉱の新設をしてはならないという IEAの提言にもかかわらず原料炭の生

産を拡大している、主要な原料炭採掘企業 3社を考察する。原料炭採掘企業に焦点を当てて

いるが、石炭を使用する鉄鋼生産能力の拡大を進める鉄鋼企業が原料炭の需要を主にけん引

していることに留意する必要がある。これらのケーススタディは、銀行にとって気候や人権

に関するデュー・ディリジェンスの強化が必要な顧客の例であり、これらの企業は、石炭の

拡大に終止符を打つことを約束し、石炭の段階的廃止の道筋を明らかにしない限り追加の融

資を受けるべきではない。 

 

BMA（BHP Mitsubishi Alliance）原料炭事業 

BMAは、オーストラリア最大の原料炭採掘事業であり、世界最大規模の原料炭輸出を行っ

ている。BHP社は現在、クイーンズランド州ボーエン盆地で 7つの原料炭炭鉱を操業して

おり、2023年度には 2,900万トンの原料炭を生産した。 

 

BMA原料炭事業は、4つの大規模拡張プロジェクトを通じて今後約 100年にわたり石炭を採

掘する方針である。これらのプロジェクトを合わせると、設備の寿命期間にわたって 60億

トンを超えるスコープ 3炭素排出量が発生する可能性があり、これは世界全体の年間のエネ

ルギー関連排出量の約 17%に相当する。 

 

● ピークダウンズの拡張プロジェクトは、年間 1,800万トンの石炭を 93年間増産する

計画で、発生する炭素排出量は 32億トンを超える。 

● ブラックウォーター・サウスのプロジェクトは、原料炭炭鉱を新設して年間 1,000万

トンの石炭を 90年間採掘する計画で、発生する炭素排出量は約 20億トンに上る。 

● キャバルリッジの拡張プロジェクトは、年間 1,000万トンの石炭を 30年間増産する

計画で、発生する炭素排出量は 4億 7,300万トンに上る。 

● サラジ・イーストの拡張プロジェクトは、年間 800万トンの石炭を増産する計画

で、発生する炭素排出量は 3億 5,600万トンに上る。 

 

BMA原料炭事業で計画されている炭鉱は先住民族の土地や文化、水資源に大きな影響を与

えると考えられる。また、最近絶滅危惧 IB類に指定されたコアラやフクロムササビなど複

数の絶滅危惧種にも大きな影響を与えるだろう。同事業のブラックウォーター・サウス炭鉱

は約 7,000ヘクタールのコアラ生息地を破壊するおそれがある。そうなれば、クイーンズラ

ンド州の炭鉱の中で最も広範な被害を及ぼすことになる。 

 

BMAの既存炭鉱はメタン漏出により主要な汚染源となっているが、BHP社は露天掘り炭鉱

からのメタン排出について対策を講じる計画はないと述べている。 

 

「化石燃料ファイナンス報告書 2023」によると、BMAは 2016年以降、商業銀行から 12億

米ドルの資金提供を受けた。直近の最大の資金提供企業は、シティ、バンク・オブ・アメ

リカ、三菱 UFJフィナンシャル・グループ（MUFG）、バークレイズ、みずほ銀行である。 

 

https://resource.ashigaru.jp/mine/bowenbasin.html
https://www.bloomberg.com/news/articles/2022-10-06/bhp-seeks-to-extend-australian-coal-mine-for-another-93-years
https://ourworldindata.org/co2-emissions
https://ourworldindata.org/co2-emissions
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/pr/archive/2011/html/0000013221.html
https://australiainstitute.org.au/initiative/coal-mine-tracker/
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/pr/archive/2023/html/0000052057.html
https://www.movebeyondcoal.com/coal_approvals_could_lead_to_over_17bn_tonnes_of_carbon
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/pr/archive/2011/html/0000013221.html
https://australiainstitute.org.au/initiative/coal-mine-tracker/
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/pr/archive/2008/files/0000002769_file1.pdf
https://australiainstitute.org.au/initiative/coal-mine-tracker/
https://www.wwf.or.jp/activities/basicinfo/3559.html
https://www.theguardian.com/environment/2022/oct/07/bhp-proposal-to-extend-queensland-coalmine-until-2116-delusional-activists-say
https://animalchain.site/animal/5551
https://www.bankingonclimatechaos.org/#fulldata-panel
https://www.citigroup.jp/jp/about/profile.html
https://business.bofa.com/content/boaml/ja_jp/announcement.html
https://business.bofa.com/content/boaml/ja_jp/announcement.html
https://www.mufg.jp/index.html
https://www.barclays.co.jp/
https://www.mizuhobank.co.jp/index.html


 
オーストラリアにある BMAのピークダウンズ炭鉱、2016年、Lock the Gate Alliance via Flickr 

 

テック・リソーシズ社／エルク・バレー・リソーシズ社 

テック・リソーシズ社はカナダのバンクーバーに本拠を置く、亜鉛・銅・原料炭の採掘企業

である。2022年には 2,100万トンの原料炭を生産し、世界第 2位の原料炭生産企業となっ

た。2023年に原料炭事業を分割してエルク・バレー・リソーシズ社を新たに設立し、環境

規制の違反に関して米国・カナダ両政府の監視下に置かれる中、原料炭採掘事業の一部売却

を検討している。同社はサステナビリティを声高に謳いながら、原料炭事業を閉鎖せずに売

却する選択をしている。さらに、カナダ南西部にある大型の原料炭炭鉱フォーディング・リ

バーの大規模拡張プロジェクトを計画しており、実現すれば炭鉱の寿命期間にわたってさら

に 3億 6,000万トンの石炭が採掘されることになる。 

 

テック・リソーシズ社の原料炭事業はこれまで、人権や、先住民の主権、生態系の健康をな

いがしろにしてきた。非営利のオンラインマガジン The Narwhal誌が 2023年に行った調査

によると、水処理に 12億米ドルを費やしたにもかかわらず、同社の炭鉱周辺の河川では、

セレン濃度が水生生物にとって安全とされるレベルの 267倍であることが分かった。そのた

め、同社のエルク・バレー炭鉱の環境賠償責任は 17億 1,000万米ドルに上ると推定され

る。 

  

https://www.flickr.com/photos/lockthegatealliance/albums/72157678075306502
https://www.nipponsteel.com/news/20230221_100.html
https://www.teck.com/media/2022-Annual-Report.pdf
https://www.coalexit.org/sites/default/files/download_public/Media%20briefing_GCEL_engl_07102021_update.pdf
https://www.coalexit.org/sites/default/files/download_public/Media%20briefing_GCEL_engl_07102021_update.pdf
https://fordingriverextension.teck.com/about-the-fording-river-extension-project-new
https://fordingriverextension.teck.com/about-the-fording-river-extension-project-new
https://www.projects.eao.gov.bc.ca/api/public/document/6109b6765f5fad002270449e/download/02_Teck_FRX_Final_DPD_Version2.0.pdf
https://thenarwhal.ca/about-us/
https://thenarwhal.ca/bc-teck-selenium-water-treatment/
https://jp.investing.com/equities/jameson-resources-ltd
https://thenarwhal.ca/bc-teck-selenium-water-treatment/


「化石燃料ファイナンス報告書 2023」によると、テック・リソーシズ社は 2016年以降、商

業銀行から少なくとも 107億米ドルの資金提供を受けた。直近の最大の資金提供企業は、カ

ナディアン・インペリアル商業銀行（2021年に 10億米ドル）と JPモルガン・チェース

（2021年に 10億米ドル）である。 

 

グレンコア社  

グレンコア社は世界最大の石炭輸出企業である。脱炭素化への移行を進めていると主張しな

がらも、依然として年間 4,500万トンの石炭増産を計画している。一般炭と原料炭の両方、

銅・ニッケル・亜鉛などの金属、鉱物、原油・石油製品、天然ガス、農産品を生産・販売し

ており、現在、新たに原料炭炭鉱を買収するという強引な戦略を推し進めている。2023年

初頭、テック・リソーシズ社の原料炭資産を買収した上で自社の石炭事業を独立させて新し

く石炭採掘企業を設立する提案をしたが、株主から「同社の気候目標を台無しにする計画」

と批判された。 

 

同社の年次報告書によると、2021年の CO2換算排出量は 2億 8,000万トンに上る。しかし、

2022年に環境保護団体のオーストラリア企業責任センター（ACCR）が発表した同社のメタ

ン排出量の分析では、2018年から 2021年の間に操業に関わる排出量を 11～24%過少報告し

たと推定されている。 

 

2016年から 2022年の間に MUFG、ロイヤル・バンク・オブ・ カナダ（RBC）、バンク・オ

ブ・アメリカ、シティなどの銀行は、グレンコア社とその子会社に対し貸付や債券の引受

を通じて計 183億米ドルの資金を提供した。 

 

ホワイトヘイブン・コール社 

1999年に設立されたホワイトヘイブン・コール社は、オーストラリアの石炭採掘企業であ

る。ニューサウスウェールズ州北西部のガネダ盆地で 4つの炭鉱（露天掘り：3、坑内掘

り：1）を操業しており、主に日本や韓国に輸出される一般炭と原料炭を生産している。同

社の石炭生産量は年間 1,370万トンである。現在、一般炭からの収益が全体の 84%を占めて

いるが、原料炭へのビジネスモデルの転換を急いでおり、大規模な原料炭炭鉱の新設を計画

するとともに、BMA原料炭事業から 2つの炭鉱を買収しようとしている。 

 

炭鉱を新設してはならないという IEAの提言にもかかわらず、ホワイトヘイブン・コール社

は 20億豪ドルを投じて 3つの炭鉱の新設と既存資産の拡張を実施する計画を発表した。同

社は、BMAからオーストラリア・クイーンズランド州にある 2つの原料炭炭鉱を買収する

最有力候補でもある。国際環境 NGOマーケット・フォースの調査によると、計画されてい

る 3つの炭鉱が新設された場合、その寿命期間にわたる CO2排出量は 11億トンを超え、オ

ーストラリアの年間排出量の 2倍以上になることが分かった。また、同社が予測している石

炭の需要量は、世界全体の平均気温が 4°C上昇するシナリオに一致していることも明らかに

なった。 

  

https://www.bankingonclimatechaos.org/#fulldata-panel
https://kotobank.jp/word/%E3%82%AB%E3%83%8A%E3%83%87%E3%82%A3%E3%82%A2%E3%83%B3%E3%83%BB%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%83%9A%E3%83%AA%E3%82%A2%E3%83%AB%E5%95%86%E6%A5%AD%E9%8A%80%E8%A1%8C-1518194
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https://www.nikkan.co.jp/articles/view/00636064?gnr_footer=0064950
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https://www.rbccm.com/jp/expertise/rbc-tokyo.page
https://www.bankingonclimatechaos.org/#fulldata-panel
https://www.afr.com/companies/mining/whitehaven-confirms-interest-in-two-massive-queensland-coal-mines-20230918-p5e5j9
https://cdn-api.markitdigital.com/apiman-gateway/ASX/asx-research/1.0/file/2924-02712888-2A1474436?access_token=83ff96335c2d45a094df02a206a39ff4
https://cdn-api.markitdigital.com/apiman-gateway/ASX/asx-research/1.0/file/2924-02712888-2A1474436?access_token=83ff96335c2d45a094df02a206a39ff4
https://japan.ran.org/?p=2132
https://www.marketforces.org.au/campaigns/companies/whitehaven-coal/#take-action
https://www.marketforces.org.au/whitehaven-coal-pins-hopes-to-catastrophic-4c-scenario/


「化石燃料ファイナンス報告書 2023」によると、ホワイトヘイブン・コール社は 2016年か

ら 2022年の間に銀行から 15億米ドルの資金提供を受けた。最大の資金提供企業 3行は、ウ

エストパック銀行、ナショナルオーストラリア銀行（NAB）、MUFGであり、いずれの銀行

にも同社に対する今後の貸付や債券の引受を禁止する方針はない。 

 

原料炭に関する銀行の既存方針 
 

パリ協定以降、一般炭の採掘と石炭火力発電への融資を制限する方針はますます増えている

が、現時点で原料炭関連のプロジェクトや顧客への融資を制限する方針が確認されている大

手の商業銀行は 4行しかない。この 4行が、気候に与える原料炭の影響を認識し率先して原

料炭への融資を廃止していることは重要だが、1.5℃目標に沿った石炭の段階的廃止を実現

するためには、方針をさらに強化する必要がある。以下ではこれらの方針を考察する。 

 

ロイズ銀行  

ロイズ銀行は 2022年 2月に対象を原料炭にまで拡大した最新の石炭方針を発表した。この

方針には、新規・既存を問わず、すべての原料炭炭鉱を対象とするプロジェクト・ファイナ

ンスの全面的な停止と、原料炭の採掘から収益を得る新規顧客の除外が含まれているが、原

料炭資産を新たに開発する既存顧客を対象とする新規の一般目的の融資の提供は制限されて

いない。 

 

HSBC 

HSBCは 2022年 12月に石炭方針を更新し、原料炭炭鉱の新設に対するプロジェクト・ファ

イナンスを停止した。同行は、原料炭炭鉱を「生産量または埋蔵量の 30％以下が一般炭で

ある炭鉱」と定義している。しかし、同方針では既存の原料炭炭鉱や自家消費用の原料炭炭

鉱の拡張に対する融資は禁止されていない。さらに、禁止の対象となるのは採掘企業が保有

するプロジェクトのみであり、鉄鋼企業が保有するプロジェクトは対象外である。同行は、

原料炭生産企業について企業レベルで除外事項を設けていない。 

 

ノルデア・アセット・マネジメント 

ノルデアは 2023年 2月に、化石燃料産業に関するガイドラインを更新した。ガイドライン

では、収益の 30％以上を原料炭などの石炭採掘全般から得ている企業への投資を制限して

いる。しかし融資に関しては、原料炭に言及していない。 

 

マッコーリー銀行 

2021年にマッコーリー銀行は、2024年末までに一般炭と原料炭の両方から撤退し、石炭関

連の顧客の新規受け入れを停止するという意向を表明した。しかし、石炭関連の顧客の定義

については、収益の 50％以上を石炭生産から得ている者としており、多様なポートフォリ

オを持つ大手の採掘・金属企業は引き続き同行から融資を受けることができる。これは、収

益の 5％以上を一般炭から得ている企業を石炭生産企業と定義するネットゼロ・バンキン

グ・アライアンス（NZBA）による提言と矛盾する。同行は、資金使途が原料炭炭鉱の建設

または拡張であることが明確な場合のプロジェクト・ファイナンスを除外している。 

 

https://www.bankingonclimatechaos.org/#fulldata-panel
https://www.env.go.jp/content/900495914.pdf
https://www.env.go.jp/content/900495914.pdf
https://www.nab.com.au/corporate/global-relationships/japan-securities-jp
https://kotobank.jp/word/%E3%83%AD%E3%82%A4%E3%82%BA%E9%8A%80%E8%A1%8C-1217407
https://www.lloydsbankinggroup.com/assets/pdfs/who-we-are/responsible-business/downloads/group-codes-and-policies/lbg-external-all-sector-statements-may-23.pdf
https://www.about.hsbc.co.jp/ja-jp/hsbc-in-japan
https://www.hsbc.com/-/files/hsbc/our-approach/risk-and-responsibility/pdfs/221214-hsbc-thermal-coal-phase-out-policy.pdf
https://project.nikkeibp.co.jp/ESG/atcl/column/00005/061300224/?P=2
https://www.nordea.com/en/doc/nordea-sector-guideline-for-the-the-fossil-fuel-based-industries.pdf
https://www.weblio.jp/content/%E3%83%9E%E3%83%83%E3%82%B3%E3%83%BC%E3%83%AA%E3%83%BC%E9%8A%80%E8%A1%8C
https://www.ft.com/content/8b8a231a-e6e0-4558-b411-93174c001415
https://www.macquarie.com/assets/macq/impact/esg/policies/net-zero-climate-risk.pdf
https://www.macquarie.com/assets/macq/impact/esg/policies/net-zero-climate-risk.pdf
https://www.unepfi.org/wordpress/wp-content/uploads/2022/08/Supporting-Notes-for-Guidelines-for-Climate-Target-Setting.pdf
https://www.env.go.jp/content/900502761.pdf
https://www.env.go.jp/content/900502761.pdf


4行のうち 3行は原料炭炭鉱を新設するためのプロジェクト・ファイナンスを除外している

が、炭鉱を新設する企業に対する全面的なコーポレート・ファイナンスを制限しているのは

2行にとどまる。いずれの銀行も資本市場活動を方針に含めていない。つまり、4行とも生

産を拡大している原料炭企業に対し、引き続き債券の引受を行うことができる。 

 

各国政府や鉄鋼メーカー各社がネットゼロ目標を掲げる中、化石燃料を使用しない鉄鋼への

移行が特に加速しており、原料炭に関する方針が不十分な銀行は、財務リスクや評判リスク

にさらされている。本文書で詳しく説明した原料炭産業の影響は、原料炭への融資を続けて

いる銀行の評判リスクにつながる。特にポートフォリオをパリ協定の目標と整合させると約

束している銀行は、ポートフォリオの脱炭素化に対する信頼性を低下させるおそれがあり、

評判リスクが高まるだろう。 

 

銀行への提言 
 

一般炭については多くの銀行が融資を制限する方策を取っているが、原料炭についても同様

の取り組みをさらに迅速に行うべきである。銀行は、原料炭が「良い種類の石炭」であると

いう業界の主張をうのみにしてはならない。 

 

1. あらゆる原料炭施設の新設や以下を含む既存施設の拡張に対する直接的なプロジェ

クト・ファイナンスを直ちに除外すること。 

● 原料炭炭鉱  

● コークス炉 

● 高炉  

● 石炭火力自家発電所 

● 上記のいずれかを有する製鉄所 

2. 以下のような企業に対し、債券の引受・発行促進を含むコーポレート・ファイナン

スを直ちに除外すること。  

• OECD諸国では 2030年、非 OECD諸国では 2050年を目標年とする石炭の段

階的廃止を宣言していない鉄鋼メーカー。 

• GCEL（脱石炭リスト）の拡張基準を超える（つまり、炭鉱や関連インフラの

新規開発を行っている）原料炭採掘企業。  

3. OECD諸国では 2030年、非 OECD諸国では 2050年までの、製鉄における原料炭の段

階的廃止に向けて厳格な期限と重要業績指標（KPI）を設定し、鉄鋼メーカーと石炭

企業による石炭の段階的廃止を支援するトランジション・ファイナンスを提供する

こと。 

4. 再生可能エネルギー、製鉄用グリーン水素、直接還元鉄（DRI）の生産など、原料炭

融資の廃止を可能にする主要セクターへの融資を増額すると同時に、これらのセク

ターが正当に高リスクに分類され、環境および人権のデュー・ディリジェンスが十

分に実施されるようにすること。 

  

https://www.daigasgroup.com/studio/article/article10.html
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000003.000076051.html
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